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員）選挙、三月二二日に総統（大統領）選挙が行われた。いずれも任期は四年である。また、両選挙と同時に 件ずつ（計 件）の公民投票（レファレンダム）も実施された。本稿では総統 を中心としつつ、立
法委員選挙や公民投票についても合わせて検討する。
　総統選挙では、中国国民党（以下、国民
党）の馬英九総統候補、蕭萬長副総統候補のペアと、民進党の謝長廷総統候補、蘇貞昌副総統候補のペアが争った。結果は馬蕭ペアが一九九六年総統選挙での李登輝、連戦ペア（五四％ を上回る過去最高の得票率で圧倒し、国民党は八年ぶり 政権奪還を果たした（表１） 。また、民主化後に外省人（国民党と共に中国から来た移民とその子孫）が総統になる は初めてであ 。
　国民党は先に行われた立法委員選挙でも
















小選挙区 先住民枠 比例区・華僑枠 合　計
民進党 13（38.1％） 0 14（36.9％） 27
国民党 57（53.5％） 4 20（51.2％） 81
その他   3（8.4％） 2   0（11.9％） 5






台北市長時代（二〇〇六年末に任期満了）の特別費流用疑惑で起訴された。特別費は総統の国務機要費に類似する。馬は特別費が給与 一部だと認識していたと釈明したが、別件の領収書を用いた点で陳総統と同様の不正行為として咎められた。 直ちに国民党主席を辞任したが、同時に総統選挙への出馬を表明した。本来、汚職で起訴された者は党公認を得られないはずである。これは馬自身が党主席在任中に作った規則であったが、馬 国民党にそ 撤廃を迫った。これに 、馬 ライバルであった王金平立法院院長が反発したが、呉伯雄（二月中は党代理主席、 四月以降は に就 ）は当選の可能性が高い馬を国民 に留めるため、馬に肩入れした。その結果、 は党内予備選挙へ 参戦を許され、五月二日党公認を獲得した。馬は六月二二日 蕭萬長を副総統候補に指名し、その翌々日二四日に国民党代表大会はこれを承認するとともに、馬が求めた規則の廃止を決定した。
　こうして馬は国民党の総統候補となった









ンティティの欠如を疑わ てきた。国民党主席在任中、馬は国民党と台湾との結びつきを主張したもの 、台湾史学者から国民党に好都合な歴史の歪曲と批判 、また有権者への直接的な訴求も小さかった。起訴後、馬は自身のイメージダウンと民進党の優位性を相殺するため、より強く アイデンティティを主張する戦術に出た。
　一つ目は国連復帰を問う公民投票である。



















































様な小選挙区比例代表制 行われたことである。小選挙区制 は地滑り的結果が起こりやすい。第二の理由は、小選挙区の区割りが民進党に不利な点である。台湾 は、各県市に最低一選挙区が設けられる しかし、一選挙区だけの県のうち、最大の宜蘭県 （人口約四六万人） と最小の連江県 （一万人未満）とでは一票の価値に四六倍もの格差がある。さらに第三の理由は、全人口の二％にすぎない原住民族（先住民）に 議席も割り当てられた点である。これらの選挙区・選出枠では国民党など野党が強い。
　この選挙制度は二〇〇五年の憲法改正に

















ことも背景 あった。特 二〇〇七年一一月に国民党の年次活動方針案から「一つの中国、各自の解釈で表記」 （中台間の一九九二年コンセンサス）という中台関係の処理方針や国家統一綱領への言及が削除
された。これを契機に、連戦栄誉主席ら保守派からは台湾アイデンティティ強調路線に対する不満が噴出し始めていた。
　とはいえ、三月の公民投票は国連加盟や
復帰がテーマであり、ティと密接な関係がある。これをボイコットすれば、総統選挙で馬候補が不利となる恐れもある。そこで、国民党 三月七日に立法院に国連 決議案を提出した上で、一二日に民進党の国連加盟案のボイコットを呼びかけた。 投票には言及を避けたが、国民党が既に公民投票を放棄しことは明らかであった。馬本人は国連復帰投票に投票したが、彼の妻や二人の娘 含む多くの国民党支持者は両方を棄権した。
　③総統選挙　総統選挙では投票率が低下したが、市や
北部での低下は小さかった（表４） 北部は県を含めて都市化が進んでいる。ま 新竹県・市や苗栗県は客家が多いため、元々、国民党が強い。これらの県市での低下幅は二％台にすぎない。民進党が強い南部でも台南市や高雄市など都市では馬が勝利し 。特に高雄市での投票率低下は三 ・〇二％に止まった。都市部で 民進党支持者が崩れ、馬に票が流れたようである。
　しかし、南部の県では五％台、中でも台















県 79.83% 75.45% -4.38%
市 81.27% 78.31% -2.96%
北部 81.24% 78.21% -3.03%
中部 79.80% 74.98% -4.82%
南部 80.74% 76.05% -4.69%
東部・離島 72.14% 67.87% -4.27%
全国 80.28% 76.33% -3.95%
（出所）中央選挙委員会より、筆者作成。
（注１）市とは行政院直轄市と省轄市。
（注２）地区の内訳は以下の通り。
北部：台北市、台北県、基隆市、桃園県、新竹市、新竹県、苗栗県。
中部：台中市、台中県、彰化県、南投県、雲林県。
南部：高雄市、高雄県、嘉義市、嘉義県、台南市、台南県、屏東県。
東部・離島：宜蘭県、台東県、花蓮県、澎湖県、金門県、連江県。
